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１．挑戦的な研究の支援の在り方について 

（１）検討会設置の背景 

フュージョンエネルギー・イノベーション戦略（令和５年４月１４日 統合イノベーショ

ン戦略推進会議）に基づき、「ゲームチェンジャーとなりうる小型化・高度化等をはじ

めとする独創的な新興技術の支援策を強化」して、フュージョンテクノロジーとしての

研究開発の幅を持たせるためには、現在、建設中の実験炉 ITER から原型炉そして

実用炉と段階的にフォアキャストで研究開発を推進するアプローチとは異なる発想で

研究の支援の在り方を検討することが必要。具体的には、フュージョンエネルギーが

実現した未来社会を議論し、そこからのバックキャストで取り組むべき研究テーマを検

討するため、本検討会を設置。 

 

（参考）フュージョンエネルギー・イノベーション戦略の抜粋 

●ゲームチェンジャーとなりうる小型化・高度化等をはじめとする独創的な新興技

術の支援策を強化すること 

他国や民間企業においては、先進的な技術や多様な炉型等にも取り組んでおり、

これら独創的な新興技術はゲームチェンジャーになりうる。フュージョンテクノロジーと

して幅を持たせ、将来のリスクヘッジをはかるため、我が国においても未来の可能性

を拓くイノベーションへの挑戦的な研究の支援の在り方に関する検討を令和５年度か

ら開始する。その際、産業化や共通基盤技術の醸成を見据えて、研究機関と民間企

業の協働を推奨する。 

 

 

（２）挑戦的な研究について 

世界の核融合スタートアップは、３社に２社が 2035 年かそれ以前の初送電を見込

んでおり、革新的な閉じ込め方式（トカマク、ヘリカル、レーザー以外の方式）、革新的

な要素技術、革新的な社会実装の３軸に沿って取組を推進。 

革新的な閉じ込め方式については、我が国においても６つの装置 1が運用中であり、

多様性を確保。革新的な要素技術については、先進材料や革新的コンピューティン

グ、先進製造技術、工業用部品の採用による、小型化及び高度化を追求。一方で、

革新的要素技術は、我が国が技術的に可能でありながら欧米と比して注力の弱い領

域。また、革新的な社会実装については、発電用途以外の、例えば、宇宙・海洋推進

機、オフグリッド、水素製造、工業用熱供給等の市場ニーズからバックキャストした研

究開発を実施。また、スタートアップの研究開発のサイクルは早く、早く取り組んで、

早く失敗するアプローチ。 

 
1 IAEA FusDIS (https://nucleus.iaea.org/sites/fusionportal/Pages/FusDIS.aspx)に基づ

きカウント 

https://nucleus.iaea.org/sites/fusionportal/Pages/FusDIS.aspx
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第１回 有識者提出資料より抜粋 

 

 

一方で、ITER、原型炉の閉じ込め方式であるトカマク型でさえ、実用炉に向けて小

型化、高稼働率化、簡素化を鍵とした経済性の向上に取り組むことが必要。具体的

な開発要素としては、例えば、超伝導コイルの高磁場化や炉心プラズマの性能・制御

性の向上等による小型化、増殖ブランケットの長寿命化や遠隔保守の短時間化等に

よる高稼働率化、加熱系や燃料系等の単純化による簡素化。 

また、これらの研究テーマへの取組方法としては、潜在的なアイディアも取り込む

べく、幅広くアカデミアや産業界から研究開発課題を募集し、専門家によるレビューを

経て、全体を統括する PD（プログラムディレクター）の下で研究開発を実施することが

有効。 

20

核融合による社会・産業変革に向けて

世界の核融合（フュージョン）スタートアップは、以下の３軸から革新的な研究を実施している.

１・革新的な閉じ込め方式 ２・革新的な要素技術 ３・革新的な社会実装

× ×

民間企業が取り組む計画の
50%超が革新閉じ込め方式

逆転磁場配位型FRC、磁化
標的核融合、ミラーなど

革新閉じ込めにより
1) 小型化による低コスト化
2) 従来方式の課題解決

高温超電導材料をはじめと
する先進材料

デジタルツインや AI・機械
学習などの革新的コンピュ
ーティング

3Dプリンティングなど先進
製造技術

市場=ニーズからバックキ
ャストした研究により、大
多数のスタートアップが発
電用途以外の応用を計画ま
たは検討している

宇宙推進機、医療応用、
オフグリッド、水素製造
工業用熱供給など

日本にも実験装置は存在するが、
欧米のような数百～数千億円の
調達を受ける基盤は存在しなかった

我が国の強みである分野であり
ながら、これまで戦略的注力が
なされてこなかった領域

技術的フォアキャストでなく、
ニーズからのバックキャスト
による社会・産業構造へ

核融合による破壊的イノベーションを目指した挑戦的な支援が今求められている
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第１回 有識者提出資料より抜粋 

 

 

（３）支援の在り方について 

 フュージョンエネルギーは未来社会、人類の発展に貢献する可能性を有する

ことから、明確なビジョンを基に研究開発に取り組むべきであること。 

 核融合分野は非常に幅広い科学技術分野を巻き込みながらイノベーションを

生み出す可能性があること。 

 社会実装からのバックキャストで研究開発に取り組むスタートアップは、早く取

り組んで、早く失敗するアプローチで挑戦的な研究に取り組んでいること。 

 潜在的なアイディアも取り込むべく、幅広くアカデミアや産業界から研究開発課

題を募集し、専門家によるレビューを経て、全体を統括する PD の下で研究開

発を実施することが有効であること。 

 博士号を取得した研究者に限らず、特に若手の核融合の研究者を支援するこ

とが、核融合の実現を早める可能性があること。 

等の意見を踏まえ、総論として、核融合の挑戦的な研究の支援については、ムーンシ

ョット型研究開発制度を念頭に検討することで合意。以下は、ムーンショット型研究開

発制度（以下、「MS」という。）において、フュージョンエネルギーに関する新目標案を

設定することを前提に議論した内容。 

増殖ブランケット
長寿命化
耐中性子性能の向上
機能材の交換頻度低減

超伝導コイル
高磁場化
製作精度の緩和

ダイバータ
除熱性能の向上
長寿命化

炉心プラズマ
性能向上
制御性の向上

燃料系
高効率化
単純化

加熱系
高効率化
単純化

遠隔保守
短時間化
単純化

ダイバータプラズマ
構造の工夫
制御性の向上

原型炉と実用炉の間にある技術ギャップ
原型炉から実用炉に向けては経済性の向上が必要。小型化、高稼働率化、簡素化が鍵。

サプライチェーン（機能材
リサイクル含む）の確立
高効率化
単純化

10
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２．フュージョンエネルギーに関する新しい目標案 

 

（１）目標案 

①MS 目標案の名称 

2060 年までに、尽きることのない地上の太陽を作り出し、エネルギー資源の制約と

温室効果ガスから解き放たれたダイナミックな社会を実現 

 

②実現したい 2060 年の社会像 

 （総論）ネットゼロ社会を実現する切り札としてフュージョンエネルギーが中心

に位置し、人類が消費するエネルギーを持続可能に供給し続ける安全安心な

エネルギーシステムが実現した社会 

 （マイナスからゼロへ）エネルギー資源の制約と温室効果ガスから解き放たれ、

紛争や飢餓の根源的理由の一つが消失した社会 

 （ゼロからプラスへ）活気・活力にあふれ、人類の太陽系外進出やサイバー空

間等、未知の空間への展開や新たな価値観を創造する社会 

 

（２）ターゲット（MS 目標の達成シーン。2060 年に何が実現しているか） 

①2060 年の達成シーン 

 安定的で豊富なフュージョンエネルギーによるエネルギーの自給自足を実現

（例えば、海水や森林をカーボンフリー液体燃料へと生まれ変わらせる） 

 フュージョンエネルギーによる幅広い産業の炭素排出量の抜本的改善を達成 

 都市部の家庭も、遠く離れた村落部も、フュージョンエネルギーで炭素排出量

の抜本的改善 

 大気中の二酸化炭素を回収する、産業革命以来のサイクル逆転をフュージョ

ンエネルギーで駆動（Beyond Tipping Points） 

 

②2035 年に実現すること 

 電気エネルギーとしてフュージョンエネルギーを実現 

 

（３）当該目標達成によりもたらされる社会・産業構造の変化 

 エネルギーは“地”政学から、“知”政学へ 

 エネルギー限界費用“ゼロ”社会の実現 

 炭素負債（カーボンデット）の返済へ 
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（４）社会像実現に向けたシナリオ 

①挑戦的研究開発の分野・領域及び研究課題 

分野・領域 

 「高効率化」「高機能化」「低コスト化」「高知能化」「材料協奏化」のアプロー

チによりフュージョンエネルギーの利用可能性を高めるため、産業界にとっ

てのインセンティブや他分野への波及効果が高いコア技術 

 実用炉と原型炉の技術ギャップを小さくし、開発期間のギャップを短くするた

めに必要な研究開発 

 

研究課題 

 明確な「結論」が導かれる客観性、学問的水準の高さ、方法論の妥当性、新

規制を基に選定（例えば、閉じ込め方式であれば小型トカマクやレーザーを

中心にすること等。） 

 

②2035 年、2060 年のそれぞれにおける、達成すべき目標（マイルストーン）、マイ

ルストーン達成に向けた研究開発、これによる波及効果 

2060 年 

 (マイルストーン) 

 革新的小型炉の実現 

 熱利用技術の実現 

 

 （マイルストーン達成に向けた研究開発） 

 革新的小型炉に実装する要素技術 

 核融合炉の量産化を可能とする資源確保、低コスト化 

 

（波及効果の例） 

 プラント技術の核融合以外の熱源への応用 

 

2035 年 

（マイルストーン） 

 フュージョンエネルギーの早期実現に向けた革新閉じ込めの実証 

 フュージョンエネルギーの多様な社会実装に向けた革新用途の実証（可搬

型装置や宇宙推進装置などの新展開が見通せる技術の原理実証等） 

 挑戦を可能とする基盤的革新技術の多角的な応用と同時に産業基盤の構

築 
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（マイルストーン達成に向けた研究開発） 

 革新的小型炉・プラントの概念確立等 

 

（波及効果の例） 

 核融合反応で生成される粒子等を利用した医療技術や環境技術 

 高温超伝導技術の航空機推進用超伝導モーター・発電機等への応用 

 高除熱機器（ダイバータ）の材料や構造の宇宙、ロケットへの応用 

 製作技術の航空機製作等への応用 

 

（５）目標達成に向けた国際連携のありかた 

 国内機関だけでは核融合のすべての技術開発をカバーできないことや、MS

で取り組む研究開発であれば国際協力の中で技術的優位性を確保すべき 

 国際連携のためには「求心力」「吸収力」「持続力」が必要 

 特に、民間企業が関わる際は、企業独自の商取引としての国際連携・協力

（知財の管理を含む）の検討も必要 

 

（６）目標達成に向けた分野・セクターを超えた連携のあり方 

 国が主体となる活動との分担・協力等、産学官による集中的な取組 

 国際連携と同様に、「求心力」「吸収力」「持続力」が必要 

 

（７）ELSI（目標達成に向け取り組む上での倫理・法的・社会的課題及びその解決策） 

 環境アセスメント 

 電源の所有者に競争原理が働く、マーケットルールの確立 

 フュージョンエネルギーの認知度の向上 

 規制、規格基準策定の在り方の検討 

 

 

以上 


